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それでは、住友銀行の平成１２年度中間決算についてご説明致します。

お手許に、「決算短信（連結）」及びその添付資料でございます「個別財務諸表の概要」と

「平成１２年度中間期決算説明資料」をお配りしています。

決算計数につきましては、「平成１２年度中間期決算説明資料」に取り纏めておりますので、

そちらの資料に従ってご説明いたします。

　まず、単体損益状況ですが、１頁の「１．損益状況【単体】」に取纏めております。項目毎に

上から通し番号が振ってあります。

まん中やや上２１番の（一般貸倒繰入前）業務純益業務純益業務純益業務純益は、ほぼ前年同期並の２０３６億円

となりました。

前年同期比では経費が△５４億円減少したものの、業務粗利益が▲６８億円の減益となったこと

から全体で▲１４億円の減益となりました。

業務粗利益について、国内業務、国際業務と分けますと、国内で▲３８億円の減益、

国際で▲３０億円の減益となりました。

３番の国内業務粗利益で減益（▲３８億円）となりましたのは、資金利益が利回りの高い債券の

償還等により▲１１８億円の減益となったことが主要因ですが、資金利益以外の項目では、役務取

引等でＥＢ・為替手数料・投信の取扱い手数料の増収等により＋３８億円の増益となったほか、そ

の他業務利益の国債等債券損益が＋５７億円の増益となりました。

１０番の国際業務粗利益で減益（▲３０億円）となりましたが、国債等債券損益の減益

（▲４８億円）を除きますと＋１８億円と若干の増益となりました。これは役務取引の増益

＋３８億円が主因です。なお特定取引が増益（＋８８億円）の一方でその他業務利益が減益

（除く国債等債券損益▲９５億円）となっていますが、これは米ドルと円等通貨を跨る運用・

調達取引に関連して会計処理上、特定取引と外為売買益との入り繰り額が１００億円程度増加した

ことが主な原因であります。

１７番の経費につきましては、人員の削減等で人件費が△２２億円減少したほか、事務機械費

や店舗統廃合による賃借料の削減等により物件費が△２１億円減少して、税金の

△１１億円と合わせて経費全体で△５４億円改善いたしました。



次に臨時損益臨時損益臨時損益臨時損益に移ります。

２７番の貸倒償却引当費用貸倒償却引当費用貸倒償却引当費用貸倒償却引当費用につきましては▲１９９３億円となりました。

貸倒償却引当費用貸倒償却引当費用貸倒償却引当費用貸倒償却引当費用の主なものは、貸出金償却▲５４５億円、個別貸倒引当金繰入▲２６６４億円、

共同債権買取機構売却損▲４３億円、延滞債権等売却損の▲３２億円、および

一般貸倒引当金繰入額が＋１２７９億円の戻入であります。

３５番の株式等関係損益株式等関係損益株式等関係損益株式等関係損益につきましては、株式等売却損益及び償却のネット（３勘定尻）で

＋１３９５億円のプラスであります。

まず、株式の償却につきましては、自己査定に基づき▲１０６億円を償却しました。

一方、株式売却損益は、売却益＋１５７３億円、売却損▲７２億円のネットで＋１５０１億円の売

却益を計上いたしました。

また、東京都事業税東京都事業税東京都事業税東京都事業税につきましては、会計上その他経常費用として▲３７億円を計上しておりま

す。

　以上により、４１番の経常利益経常利益経常利益経常利益は１３９４億円となりました（前中間期対比＋４８６億円）。

　次に、特別損益特別損益特別損益特別損益でありますが、

動産不動産処分損益動産不動産処分損益動産不動産処分損益動産不動産処分損益は、リストラクチャリングの一環としての寮社宅等の売却に伴う不動産

処分損益のほか、店舗の統合及びこれに係る解体費等により、合計で▲６３億円の損失となりまし

た。



また、本年度からの退職給付会計導入に伴う会計基準変更時差異償却会計基準変更時差異償却会計基準変更時差異償却会計基準変更時差異償却を▲１０１億円計上してお

ります。

これら主要因により、４８番の税引前中間利益は１２３３億円（前年同期比＋５７６億円）とな

りました。

法人税、住民税及び事業税法人税、住民税及び事業税法人税、住民税及び事業税法人税、住民税及び事業税につきましては、▲２０４億円、

また、税効果会計による法人税等調整額法人税等調整額法人税等調整額法人税等調整額は▲５４５億円でありましたが、このうち大阪府事業税

の「外形標準課税」導入により実効税率が低下したことに伴う繰延税金資産の減額影響は

▲２６６億円であります。

　以上の結果、５２番の中間利益中間利益中間利益中間利益は４８４億円となりました（前年同期比＋６９億円）。

　次ページに連結ベースの損益の内訳を示してあります。下段にありますように連結子会社は

７１社、持分法適用会社は３９社であります。

連結決算の特色としては、先月末の業績予想の修正でお知らせ致しました通り、米国連結子会社

でありますＳＢＣＭでゴールドマンサックスの株式売却益を計上したほか、持分法適用会社である

大和ＳＢＣＭの業績が好調であったことを主要因として、

中間純利益ベースで前年同期比＋２２４億円増益の７５９億円となりました。

銀行単体の中間純利益は４８４億円でしたので、中間利益寄与額は＋２７５億円となりました。



次に、参考計数について２～３ご説明いたします。

　まず、お手許資料４頁の有価証券の評価損益有価証券の評価損益有価証券の評価損益有価証券の評価損益をご覧下さい。

本年度より金融商品会計基準に則り、保有している有価証券を目的別に分類し、それぞれの保有

目的区分で定められている評価方法を行っております。各保有目的区分別の評価基準についてはお

手許資料をご覧願います。

有価証券の評価損益について、連結・単体別にそれぞれ取り纏めておりますのが、中段の表でご

ざいます。連結ベースの評価損益は＋５９８７億円となりました。また、当行はその他保有目的の

有価証券について、今期資本直入を実施しておりませんが、早期適用を実施した場合に、資本の部

に計上される評価差額金相当額を計算しております。評価差額金相当額は３６１４億円となりまし

た。

単体ベースについても評価損益を計算したものが、その下の表でございます。

今期は主として株式市況の低迷により上場株式の含み益が減少したため、

有価証券全体の評価損益は１２年３月末対比▲４９６０億円減少し、＋４０５４億円となりました。

また、単体につきましても、その他保有目的の有価証券等について資本直入を実施した際の評価

差額金相当額を計算しており、その金額は２,５５６億円となりました。

退職給付関連退職給付関連退職給付関連退職給付関連の計数を取り纏めましたものが次の５頁の表でございます。

退職給付債務残高から年金資産時価および退職給付引当金を差し引きました会計基準変更時差異

は、１００８億円であります。これを５年で均等償却いたしますので、今中間期の償却額は

１０１億円となりました。

次に、６頁の今期の自己資本比率につきましては１１．３３％となり、１２年３月末対比では

▲０．２７％低下致しました。

又７頁には経営合理化の状況が取り纏めてございます。後程ご参照下さい。



〔貸出金等の状況〕〔貸出金等の状況〕〔貸出金等の状況〕〔貸出金等の状況〕

　続きまして、「貸出金等の状況」についてご説明いたします。

８頁以降に取纏めています。

                                                                                                  

　１．自己査定、開示及び償却・引当等との関係をご覧下さい。

　この表は、自己査定の債務者区分と各区分毎の金融再生法に基づく開示基準での金額、保全状況、

それに対応する引当方針および引当金残高を一表に纏めたものです。詳しくは後程ご覧いただきた

いと思います。

なお、単体及び連結ベースでのリスク管理債権の状況、業種別貸出状況、地域別構成等につきま

して９頁～１５頁に取纏めております。

また、１６頁には事前にご要請のありました項目について記載しております。

ただ、中小企業向け貸金残高、および健全化計画の履行状況については、再生委員会への提出が

これからであり提出後精査を受けることになりますので、資料に掲載できる状況にありませんが、

私共が集計している概数ということで申しあげます。

今年度の年間増加計画は１０００億円でありますが、この中間期末の増加額は＋２０００億円程

度になったとみています。下半期には企業の財務リストラに伴う返済が見込まれますので

年間計画を超過達成出来る様、引き続き努力して参りたいと思います。



〔平成１２年度業績予想〕〔平成１２年度業績予想〕〔平成１２年度業績予想〕〔平成１２年度業績予想〕

　最後に、平成１２年度の年間業績予想について、説明資料の１７頁をご覧下さい。

まず、単体ベースで

経常収益　　１兆７５００億円

経常利益　　　　２６００億円

当期利益　　　　１０００億円

連結ベースで、

経常収益　　２兆６０００億円

経常利益　　　　３９００億円

当期利益　　　　１２５０億円

とみております。

また、単体ベースの業務純益は３６００億円とみております。

単体ベースの１２年度の不良債権処理額については、

地価下落を背景とした資産劣化等を考慮し、また、さくら銀行との合併前の不良債権処理の仕上げ

として▲３５００億円の金額を見込むことと致しました。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以　上


